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電子メールを用いた組織間交渉事例の分析

山 下 直 美† 石 田 亨†,††

野村 早恵子†† 早 水 哲 雄††

電子メールを用いたコミュニケーションは，その情報伝達できる内容の乏しさゆえ，誤解や論争
の発生などの問題点が指摘されている．このような問題に対し，これまでの Computer Supported
Cooperative Workに関する研究では，人の存在感や雰囲気（すなわち “awareness”）を伝達可能な
リッチなメディアを使うことが重要であるとされてきた．しかし一方で，電子メールや電子掲示板と
いう多義性の高いメディア（すなわち “リーンメディア”）でも協調作業が成功する例が報告されてい
る．我々は先にオープンソースソフトウェアの開発を分析し，action-biasedな行動様式が生まれて
いることなどを明らかにした．本論文では電子メール上の組織的な交渉例（実際に行われた国際会議
の統合）を取り上げ，awarenessのない状況でいかに協調作業が成功したかについて分析する．この
結果，1. 明確に対立意見を述べながらも対立相手をぼかす無指向性（omuni-directional）なコミュ
ニケーションが頻繁に行われている，2. 電子メール会議の特徴を生かし，少人数グループがアドホッ
クに次々と作られていることが分かった．これらの観測結果は，電子メールにおける “awareness”の
欠如を克服しようとした結果，生じた現象であると考えられる．

Collaboration with Lean Media: Organization Design with Emails

Naomi Yamashita,† Toru Ishida,†,†† Saeko Nomura††

and Tetsuo Hayamizu††

Owing to the characteristics of electronic media, such as lack of social context cues and so-
cial presence, various problems may arise when communicating through it. In order to resolve
such problems, many CSCW researchers have emphasized “awareness,” and proposed several
advanced tools. On the other hand, cases do exist which have succeeded in collaboration
through lean media, such as open source software development. In this paper, we describe
findings from the case where three independent international conferences unified successfully
only through the email discussions. This achievement is particularly impressive as email is
not adequate to such sensitive decision making discussions. From our detailed observation
and quantitative analysis of over 800 email messages, following two findings are presented: 1.
avoiding straightforward opinions is effective when dealing with sensitive issues, and 2. ad hoc
small group discussions are useful in achieving agreement among large number of discussion
members. Through this research, we found out that lack of awareness can be effective when
holding complicated negotiations via electronic media.

1. は じ め に

電子メールはインターネット上の重要なコミュニ

ケーション手段であるが，その一方で，電子メールを

用いたコミュニケーションには，様々な問題点が指摘

されている．たとえば，1. 論争（Flaming）が起きや

すい1),2)，2. 議論が発散しやすい1)，3. 場の雰囲気
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の読み違え1),3)や誤解が発生しやすい4)，といったも

のである．

このような問題に対し，これまでのComputer Sup-

ported Cooperative Work（CSCW）に関する研究で

は，人の存在感や雰囲気（すなわち “awareness”）を

表現するためにリッチなメディアを使うことが重要で

あるとされ，これを伝達すべく様々な支援ツールが作

成されてきた5),7),8)．ところが Linuxなど，電子メー

ルという多義性（equivocality）が高いメディア（リー

ンメディア）でも協調作業に成功する例が報告されて

いる．

我々10)は，本論文に先立つ研究において，地理的に

分散した人々がニュースグループのみを介してオープ
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ンソースソフトウェアの開発に成功した例に注目し，

分析した．そこでは，行動主義的（“action-biased”）

なコミュニケーションパターンが発見された．ここで，

行動主義的とは，グループでの事前計画や打ち合わせ

をせずに行動し（プログラムの開発を行い），その後に

行動に対する議論と評価をグループで共有することを

いう．行動主義的なコミュニケーションは，オンライ

ン上での “awareness”の不足を克服するための手段と

考えられる．ここで取り扱われた例は，“オープンソー

スソフトウェアの開発”という共通の目標を持った電

子メールコミュニケーションの分析であった．そこで

は，メンバー全員の利害が対立することは稀であり，

意思決定の際に複雑な交渉を要するようなことはない．

では，もし，意思決定を行う際に複雑な交渉を要する

場合には，“awareness”の欠如を克服するためにどの

ような工夫が行われているのだろうか? 　複雑な交渉

を要する場合には，行動主義的なコミュニケーション

は交渉を決裂させる危険性がある．組織を形成する際

や組織をまたがった意思決定を行う場合には前準備が

重要となり，行動が先行するようなコミュニケーショ

ンパターンは失敗の基とさえいわれている11),12)．

そこで本研究では，電子メールを用いて組織的かつ

複雑な交渉が成功した例を扱い，いかにしてこれが可

能であったかについて分析する．具体的には，2つの

国際会議の統合を電子メールのみを用いて交渉し，組

織的な意思決定を下すことに成功した例を採り上げ，

その分析を行う．厳密性を要する議論や慎重を期した

議論を電子メールのみを介して行うことは非常に困難

である4)といわれている中で，このような議論の成功

要因を探ることは，オープンソースソフトウェア開発

過程の分析と相補的で興味深い．本研究では，オープ

ンソースソフトウェア開発と国際会議統合のケースを

比較分析することによって，リーンメディアを介した

複雑な交渉に寄与した特徴的なパターンを見出すこと

を目標とする．

2. 比較分析対象

2.1 （1）ケース：組織間交渉

本研究で扱う組織間交渉のケースは，電子メールの

やりとりだけで 2つの国際会議を統合し新たな国際会

議を形成したものである☆．本分析では，その組織間

交渉に関して 1つの組織を代表した筆者の 1人が送受

☆ エージェント分野の国際会議 ICMAS（International Con-

ference on Multi-Agent Systems），AA（Autonomous

Agents）を 1 つの国際会議 AAMASに統合したケースを扱
う．

信した電子メール（送受信先：56名，計 816通）を分

析対象とした．本ケースではすべての議論が電子メー

ルを介して行われたため，本分析で扱った電子メール

群を読むだけで議論の全容を把握することができる．

分析に用いたメール群は 2000年 6月から 13カ月

に及ぶものであり，この期間内に完全に議論は終結し

ている．また，この期間，face-to-faceのミーティン

グは行われていない．本ケースは，議論が始まった当

初は様々な意見の対立があり，難航したものの，ある

段階からは円滑に議論や交渉が進んだ．最後にはメン

バー全員が決定内容を賞賛するメッセージを送り合う

など，電子メールでの交渉の成功例といえる．

2.2 （2）ケース：オープンソースソフトウェア

開発

比較対象として採りあげるオープンソースソフト

ウェアのケースは，GNU GCCプロジェクトのニュー

スグループ内における電子メール群（2001年 10月の

メッセージ総 1641通）である．GNU GCCプロジェ

クトで作成されたコンパイラは性能も安定性も良く，

世界的な支持を受けており，電子メール協調作業の成

功例である．

表 1 は，上記 2つのケース（組織間交渉とオープ

ンソースソフトウェア開発）における議論の特徴を表

したものである13)．

まず，両ケースの共通点として以下のものがあげら

れる．(1)議論参加人数は，組織間交渉のケースが 56

名，オープンソースソフトウェア開発のケースが 328

名と両ケースともに多く，ともに議論の制御が難しい

ことが予想される．(2)議論参加メンバーは両ケース

とも地理的に分散しており，このため日常的な接点は

ほとんど存在しない．

表 1 議論の特徴
Table 1 Size and type of meetings.

組織間交渉 オープンソース
ソフトウェア開発

議論発言者数 56名 　 　328名
　 （council） （assembly）

参加形態 自由 　 　自由 　
人々の日常的な 日常的な接点は 日常的な接点は

接点 　 ほとんどない 　ほとんどない
人々の今後の これからも続くと 一時的な人間関係
人間関係 考えられる
目的 共通の目的 共通の目的

議論内容の種類 規則作り的枠組み 建設的枠組み
観察期間 　 　2000年 6月から 　2001年 10月

　 　2001年 8月まで 2001年 11月
メール数 816通 　 1,641通

参加者所属国数 約 14カ国 　 　約 37カ国
電子メディア 電子メール ニュースグループ
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図 1 Sender-Receiver-based phaseを実行する場合（左）と Content-based phaseのみ実行する場合（右）
Fig. 1 When implementing Sender-Receiver-based phase (left), When only

implementing Content-based phase (right).

一方で，両ケースの相違点は次のとおりである．

(1)議論内容の違い：組織間交渉のケースにおける議

論の目的は交渉を通じて新たな組織を構築することで

あり，オープンソースソフトウェア開発を目的とする

議論と比較して，対立が生じやすく慎重な姿勢を要す

る．(2)コミュニケーション手段の違い：組織間交渉

のケースでは電子メールを介して議論が行われ，オー

プンソースソフトウェア開発のケースではすべての議

論がニュースグループを介して行われた．このため，

オープンソースソフトウェア開発のケースではメン

バー間の議論内容がメンバー全員に公開される．一方，

組織間交渉のケースでは宛先を慎重に選んでメッセー

ジの交換が行われた．(3)将来的な人間関係の違い：

組織間交渉のケースでは，将来的にも人間関係が継続

されるが，オープンソースソフトウェア開発のケース

ではソフトウェア開発時だけの一時的な人間関係であ

る．これは，組織間交渉のケースでは，議論に参加で

きるメンバーは限定されており，また，参加メンバー

は研究分野に重なりを持つのに対し，オープンソース

ソフトウェア開発のケースでは誰でも議論に参加する

ことができたためと考えられる．議論参加メンバーに

将来的な人間関係が予測されるとき，メンバーはより

相手の意見を尊重し，礼儀正しく振る舞う傾向にある

ことが知られている15)．

3. 分 析 手 法

本研究で分析に用いる “組織間交渉”および “オー

プンソースソフトウェア開発”の両ケースともに，ほ

とんどすべてのコミュニケーションが電子メディアを

介したメッセージの送受信を通して行われた．これら

のメッセージを分析するにあたり，以下の 3つの手法

を適用する．

( 1 ) スレッド構築

本分析では，両ケースにおける議論の流れを把握する

ためにスレッド分析を行う．

組織間交渉のような電子メール議論ではスレッドが認

識されず，議論の内容が変化している場合でも以前の

メッセージに対して返信を行う人が多いため，既存の

スレッド木構築法☆を用いて議論の流れを追うことが

できない．

そこで，本研究では，まず電子メールの議論を分析す

るのに適したスレッド木構築手法（以下，“Content-

based Thread Analysis”と呼ぶ）を提案する☆☆．この

スレッドを用いて組織間交渉の流れを復元し，これを

元に定量分析や内容分析を行う．以下，Content-based

Thread Analysisの基本的な考え方を述べる．

( a ) Content-based phase： 各メッセージ間の関連

性の有無を把握するために電子メールメッセージ間に

おける本文比較を行う．メッセージ間に共通部分が存

在する場合，時系列的に後方のメッセージが前方のメッ

セージに対して引用を行って返信したものとする．こ

れによって，新規な内容のメッセージはスレッドの根

と判別される．

( b ) Sender-Receiver-based phase： 電子メールで

は宛先を自由に選択できることが重要な特徴であり，

Content-based phaseではこの点を無視しているため，

本来の議論の流れを正確に追うことができないことが

ある．たとえば，全メンバー間で議論されている内容

に対して，人物Aと Bが別途個人的に議論を行い，同

様にして，人物 Aと Cも別途議論を行っていたとす

る．このとき本来ならば，図 1（左）のように全員の

議論を元に人物Aと B，そして，人物Aと Cが議論

しているとするべきである．

ところが，Content-based phaseでは，メッセージの

内容と日時だけを元に議論の流れを追うため，図 1

（右）のように全員の議論を元に人物 Aと Bの議論

が行われ，その次に人物 Aと Bの議論を元に人物 A

と C 間の議論が行われるといった流れになってしま

☆ ここで適用したスレッド構築法は電子メールのヘッダ情報（“ど
のメールに対して返信ボタンを押してメッセージを記述したか”）
を元にしてスレッド木を構築するものである．

☆☆ Content-based Thread Analysis を両ケース（オープンソー
スソフトウェア開発議論と組織間交渉）の電子メール群に適用
したところ，実際の議論の流れとほぼ合致したスレッドを作成
することができた．
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step 1: すべての電子メールメッセージを時系列順に
並べる．

step 2: Content-based phase: 各電子メッセージは，
共通部分（すなわち引用部分）が存在する電子メー
ルメッセージのうちで時系列敵に直前の電子メール
メッセージに対して返信を行ったものとする．

step 3: Sender&Reciever-based phase：電子メール
メッセージ Yが電子メールメッセージ Xの返信であ
るのは，Yの送受信者が Xの送受信者に含まれる場
合のみとする．

図 2 Content-based Thread Analysisのアルゴリズム
Fig. 2 The algorithm of Content-based Thread Analysis.

う．そこで，本問題を解決するために，次のルールを

スレッド構築にあたって適用した．

• 電子メール “Y”が電子メール “X”の返信である

のは，Yの送受信者が Xの送受信者に含まれる

場合のみとする．

これにより，Content-based phaseの問題点を解決す

ることができる．たとえば，図 1（右）では，送受信

者Aと Cは送受信者Aと Bに含まれないため，図 1

（左）に修正される．以上をまとめたアルゴリズムを

図 2に示す．

( 2 ) 定量分析

上記の手法によって構築されたスレッドに基づき，定

量的に以下のことを調べる．

( a ) 電子メール議論ではメッセージの宛先を自由に

選択することができる．組織間交渉のケースにおいて

この電子メールの特質をどのように利用していたか調

査する．具体的には，“電子メールの宛先および送信

元”に着目して分析を行う．

( b ) 同じメンバー間で多数回メッセージのやりとり

を行うメンバーをグループと見なし，各グループの全

体の議論における位置付けや役割を調べる．具体的に

は，スレッド分析と議論参加メンバーのマッピングを

行い，分析する．また，メッセージの日時やタイトル

などのヘッダ情報を元に各グループ議論のリズムや性

質を調べた．

( c ) 組織形成時の組織間交渉はオープンソースソフ

トウェア開発の議論と比較して慎重な議論が展開され

ることが予測される．これに関する調査を行うため，

返答の遅れや返答が存在しないこと（沈黙）について

分析を行った．

( 3 ) 内容分析

定量分析では分からない議論の性質を調べるために以

下の分析を行った．

( a ) 組織間交渉のケースにおいて，行動主義的なコ

ミュニケーションが行われていたか否かを調査する目

的で，各メッセージを内容分析手法6)に基づいて 5種

類（“問題提起”，“意見”，“新規情報の伝達”，“（議決

結果の）公開”，“その他”）に分類し，項目間におけ

る推移のあり方を調査した．ここで，組織間交渉では，

オープンソースソフトウェア開発のケースとは異なり，

1つのメッセージに複数の議題に関する事柄に関して

記述しているものが目立ったため，まずは各議題ごと

にメッセージを分類し（複数の議題について記述がみ

られるメッセージは複数の議題にわたって割り当てら

れる），議題ごとに，上記の項目間の推移のあり方を

調査した．

( b ) 組織間交渉とオープンソースソフトウェア開発

の議論における雰囲気の違いを比較する目的で Har-

vard Inquirer Dictionaries☆ を利用し，各メッセージ

の語調を元に発言者の姿勢の分析を行った．

( c ) “?”を含むメッセージに着目し，このメッセージ

に対する返信状況に対して分析を行った．なお，質問

をしているにもかかわらず返答が存在しないメッセー

ジに注目し，これらの共通点を内容分析手法6)を用い

て抽出した．

4. 分 析 結 果

本章では，前章での分析手法に基づいて得られた

知見を報告する．4.1節では，オープンソースソフト

ウェア開発のケースで確認された行動主義的なコミュ

ニケーションパターンが組織間交渉のケースでも見ら

れたかを報告する．4.2節，4.3節では，電子メールを

用いていかに組織間交渉が成功したかに注目し，分析

した結果に得られた知見を報告する．具体的には，1.

無指向性なコミュニケーションの発見，2. アドホック

なグループの活用である．

4.1 行動主義的ではないコミュニケーション

我々は，オープンソースソフトウェア開発の先行研

究10)において，各メッセージを 5種類（“質問”，“応

答”，“提案”，“公開”，“その他”）に分類し，その推

移率を調査した．そこでは，まず “（プログラムの）公

開”が行われ，その後に公開されたプログラムに対す

る質疑応答（“質問”や “応答”や “提案”）がニュー

スグループを介して行われる，といった行動主義的な

コミュニケーションパターンが発見された．一方，本

研究で分析した組織間交渉においては，このような結

果にはならず，“問題提起”から議論が始まり，最後に

“公開”されるといった様子が観測された．具体的に

は，各議題ごとにメッセージを分類し，時系列順に並

☆ http://www.wjh.harvard.edu/ inquirer/homecat.html
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べたところ，必ず，始めの 5通のメッセージのいずれ

かに “問題提起”のメッセージが存在し，最後は “公

開”のメッセージによって終了していた．

4.2 無指向性なコミュニケーションの発見

本研究での最大の発見は，組織間交渉のケースにお

いて直接的でストレートなコミュニケーションパター

ンを回避する様子が観測されたことである．

本研究で用いた両ケースとも “厳密な意思決定”を

行っていた．しかしながら，オープンソースソフト

ウェア開発議論ではストレートかつ論理展開を重視し

た議論が行われ，組織間交渉ではストレートなコミュ

ニケーションパターンはほとんど発見されず，むしろ

ストレートなコミュニケーションパターンを回避する

様子が観測された．以下，この裏づけとなる観測結果

を記す．

(I) 返答のはぐらかし

各ケースのメッセージにおいて，引用文を除いた本文

中に “?”を含むメッセージに着目したところ，組織間

交渉のケースにおいて “?”を含むメッセージの総数

は 161通であり，オープンソースソフトウェア開発の

ケースでは 567 通観測された．また，これらの質問

メッセージに対して返信が存在しなかったメッセージ

数の割合は組織間交渉の場合は 0.24（=39通/161通）

であるのに対し，オープンソースソフトウェア開発で

は 0.37（=209通/567通）であった．

さらに，質問メッセージに対する返信メッセージの内

容についても分析を行ったところ，返答メッセージの

うちで質問の内容に合致しない返答を行っているメッ

セージの割合は組織間交渉では 0.79（=96通/122通），

オープンソースソフトウェア議論では 0.08（29通/358

通）であった．組織間交渉のケースではオープンソー

スソフトウェア議論のケースと比較して，質問には答

えずに自分の言いたいことだけを述べたり，質問以外

に関してコメントするなど，相手の質問に対して話し

をはぐらかしているものが非常に多く観測された．下

の例は，組織間交渉において，メンバー Sのメッセー

ジに対してメンバーTが返答している場面である．こ

こで注目すべきことは，メンバー Tがメンバー Sの

質問（懸念）に対して返答しておらず，質問以外の事

柄に関してのみコメントをしている点である．

Member S:

Dear all, ... As for the financial aspects, I

suggest our community should support re-

gional MAS workshops... I hear our next

conference being told as AAMAS, and not

ICMAS & AA. Is it true? If this is the

図 3 引用文がメッセージ中に位置する場所
Fig. 3 Places where quotations take place in email

messages.

case, I think our community is losing its

identity.

Response from Member T:

Dear all,

As regards the financial issue, I like Mem-

ber S’s proposal to support regional MAS

events.

Best, T.

以上を通して，オープンソースソフトウェア開発の議

論は組織間交渉と比較して，“?”を含むメッセージに

対する返答率が低いことが確認された．一方，組織間

交渉のケースではオープンソースソフトウェア開発の

議論と比較して返答をはぐらかしているものが非常に

多いことが観測された．

(II) 全体引用と細分化引用

オープンソースソフトウェア開発のケースと組織間交

渉のケースにおいて引用部分が位置する場所について

調査したところ，図 3の結果を得た．図 3は，オー

プンソースソフトウェア開発のメッセージと組織間交

渉のメッセージにおいて，引用文がメッセージの “文

中”のどこに現れるかについて比較を行ったものであ

る．図 3 より，オープンソースソフトウェア開発の

メッセージの方が文頭や文中に引用がされる割合が圧

倒的に高いことが分かる．このように，オープンソー

スソフトウェア開発の議論では，引用をメッセージの

本文中に多用することによって，議論の流れが論理的

に把握しやすいように工夫されていた．一方で，組織

間交渉では，メッセージの本文中に引用が用いられる

ケースは少なく，大半の引用文はメッセージの最後尾

に付録的に付随していることが多いことが観測された．

(III) 前向きな姿勢（直接的に反対意見を述べない）

オープンソースソフトウェア開発および組織間交渉の

両ケースにおける否定的な意見が含まれる割合を調

べたところ，表 2 の結果を得た．ここで，表 2 は，

Harvard Inquirer Dictionaries を利用してオープン

ソースソフトウェア開発のメッセージと組織形成議論
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表 2 肯定的な意見と否定的な意見が各議論で占める割合
Table 2 Positive feelings and negative feelings in each

discussion.

Positive Negative

組織間交渉 86.3% 7.6%

オープンソース 56.6% 27.2%

Sci. Environment 69.8% 62.1%

Alt. Politics. Economics 81.9% 67.3%

のメッセージにおける positive feelings（e.g., accept,

eager, fantastic）と negative feelings（e.g., awful,

damn, horrible）を表す言葉の割合を比較したもので

ある．具体的に，表 2 の数値は，全メッセージ数の

うちで positiveあるいは negativeな単語を含むメッ

セージ数の割合を%で表示したものである．表 2 よ

り，組織間交渉ではオープンソースソフトウェア開発

の議論と比較して negative feelingsを表現する言葉

が少数しか含まれていないことが分かる．なお，組織

間交渉において negative feelingsを表現する言葉が

いかに少数しか含まれていなかったかを示すために，

ここではオープンソースソフトウェア開発と組織間

交渉のケースだけではなく，付録として，他のニュー

スグループ（USENET内におけるニュースグループ

“SCI.ENVIRONMENT”を 10～2月までの 1,228通

と “ALT.POLITICS.ECONOMICS” を 11～2 月ま

での 1,034通）における議論も比較表に加えて掲載し

た．ここで，付録のニュースグループのテーマの選択

および期間の選択は，乱数表を用いたランダムサンプ

リングにより抽出した．このように，組織間交渉では

肯定的および前向きな姿勢が強く否定的な発言が控え

られていた様子が分かる．さらに，反対意見や他のメ

ンバーと異なった意見を述べたメッセージ内容につい

て分析したところ，ストレートに反対意見を述べず，

次の例のように，まず相手の意見に敬意を表し，一定

の理解を示してから控えめに自分の意見を述べるな

ど，否定的な意見をストレートに行わない様子が確認

された．

I like the report, and thanks for all the ef-

fort that went into it. However, it seems to

me that... Another idea would be to... I’m

not necessarily advocating this, just pre-

senting as a thought.

4.3 アドホックなグループの活用

組織間交渉では，行動主義的なコミュニケーション

パターンは発見されず，次のようなコミュニケーショ

ンパターンが発見された．

1. まず，少人数の間で綿密な議論を行う．

図 4 公式グループ内の議論（上）と非公式グループ内の議論（下）
Fig. 4 Discussion rhythm in official groups (upper) and

discussion rhythm in unofficial groups (lower).

2. 次に，少人数で議論し合意された結果を全員に渡

して承諾を促す．

このパターンのように少人数で綿密な事前準備を行

うことは全体の議論を円滑に進めるうえで非常に役立

つことが知られている13)．さらに，組織間交渉の議

論では，上記のコミュニケーションパターンをより円

滑に機能させるために，少人数グループによる議論が

アドホックに次々と生成されては消滅していることが

確認された．一方，オープンソースソフトウェア開発

の先行研究10)において，個人的なメッセージのやりと

りが行われていなかったことが報告されている．した

がって，ここではアドホックなグループの利用は行わ

れていなかった．

以下では少人数によるグループ議論の特徴を示す観

測結果を記す．

(I) アドホックなグループの利用 　　　　　　　　

同メンバー間で 10回以上送受信を繰り返したメンバー

をグループと見なして同一グループ内で送受信された

メッセージの時間分布を調べたところ，少人数グルー

プによる議論はそれらの時間分布の違いによって 2種

類に大別できることが分かった．図 4はこれら 2種

類の時間分布において特徴的なグループを掲載したも

のである．ここで，横軸はメッセージ ID（1 番から

816番まで）を等間隔に目盛ったものであり，縦線は

グループ内でメッセージのやりとりが行われたことを

示している．メッセージ ID とは，メッセージが送受

信された順番である．図 4（上）は議論がある期間に

密集して行われている様子を示しており，図 4（下）

は議論がバラバラに時間的に分散して行われているこ

とを示している．これらの時間分布の違いによって分

類した 2 種類のグループについてより詳細に分析を

行ったところ，以下のことが分かった．図 4（上）の

議論の時間分布を持つグループは，そのグループの存

在およびグループ内の議論目的が全員に是認されてい

る公式的なグループであった．一方で図 4（下）の議

論の時間分布を持つグループはその存在が全員には知

られておらず，必要に応じて突発的に生成された非公
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図 5 公式グループから非公式グループへ情報が流れるときの時間差（左）と非公式グループか
ら公式グループへ情報が流れるときの時間差（右）

Fig. 5 Time-lag when information flows from official group to unofficial group

(left) and time-lag when information flows from unofficial group to official

group (right).

式グループであった．

(II) 公式グループと非公式グループの性質の違い

公式グループから非公式グループへ情報が流される際

の時間遅れと非公式グループから公式グループへ情報

が流される際の時間遅れについて比較を行ったところ，

図 5の結果を得た．図 5（左）は公式グループから非

公式グループへ情報が流れる際の時間遅れ（以後，“タ

イムラグ”と呼ぶ）の分布を示しており，図 5（右）は

非公式グループから公式グループへ情報が流れる際の

タイムラグの分布を示している．ここで，図 5の横軸

は時間遅れの日数を，縦軸は電子メールメッセージの

件数を表している．図 5より，非公式グループから公

式グループに情報を流すとき（平均で 12.3日のタイム

ラグ）の方が公式グループから非公式グループに情報

を流すとき（平均で 5.7日のタイムラグ）と比較して

タイムラグが平均的に長いことが分かる．また，非公

式グループから公式グループ（特にメンバー全員）へ

情報や合意内容を流す際，非公式グループ内で用いら

れていた文やタイトルはそのまま用いず，タイトルを

新たなものに書き換え，本文については言い換えたり

まとめたりする様子が確認された．さらに，メッセー

ジには議論参加メンバーと簡潔な事実だけが明記され

ており，発案者が誰であるか，といったことが一度も

明記されなかった．

5. 考 察

本論文で得られた比較分析結果は，オープンソース

ソフトウェア開発事例と組織間交渉事例の環境の違い

（議論内容の違い，コミュニケーション手段の違い，将

来的な人間関係の違い）のいずれかあるいはこれらの

組合せと関係付けることができる．このような観点を

ふまえ，4.2節，4.3節で得られた分析結果をまとめる

と，以下のようになる．

5.1 無指向性なコミュニケーションの発見

返答のはぐらかしについて，オープンソースソフト

ウェア開発の議論の方が組織間交渉と比較して返信率

が低いことは，コミュニケーション手段の違いが関係

していると考えられる．オープンソースソフトウェア

開発では，質問が不特定多数の人々に宛てられ，質問

に返答できる知識と自主性をあわせ持っている人が返

答する形式となっている．一方で，組織間交渉ではメッ

セージの宛先を特定する電子メールが使用されていた

ため，質問の宛先が比較的少数に絞られており，その

結果，質問メッセージを受け取った人は返信を書く傾

向にあったと考えられる．一方で，返信内容のはぐら

かしが，組織間交渉に特徴的に観測されたことに関し

ては，ケース間の環境の違いのいずれが直接的に影響

しているとは言い難い．しかし，このような返答のは

ぐらかしは，論争や脇道に逸れた議論を排除し，議論

を前進させることを可能にする有効な手段であると考

えることができる．実際，face-to-face議論では，無

意味な論争や，いま話してもその場で意味のない議論

や話し出すときりのない議論に突入しやすく，議論が

脇道に逸れることが往々にして観測され，これが問題

視されている13)．これに対し，本ケースの組織間交渉

では，電子メディアを介した議論で社会的存在感が薄

いことなど1)をうまく利用し，上記のような問題を回

避できたと考える．すなわち，face-to-face議論と比

較して電子メディアを介した議論の方が，返答者が質

問に直接応答しなかったり，本論とは関係のない議論

に直接応答しなかったりする，といったことが容易に

でき，こういった行動は，論争を排除したり，議論の

主流を残すために役立つと考えられる．

全体引用と細分化引用については，議論内容の違い

とコミュニケーション手段の違いが関係していると考

えられる．オープンソースソフトウェア開発の議論で

は様々な人々がメッセージを読んだとき，容易に議論
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の流れを追えるように，また言い換えなどをすること

によって誤解が生じないように配慮されていた．この

ような議論には細分化引用が適しているといえる．一

方の組織間交渉では通常の場合，メッセージを送受信

するメンバーは以前にやりとりされたメッセージ内容

を知っているため，オープンソースソフトウェア開発

のような配慮は見られなかった．なお，組織間交渉で

観測された全体引用では，以前のメッセージを細かに

引用して返答する形式を取らないため，対決を避けた

り，返答をはぐらかしたりすることにも有効であると

考えられる．

前向きな姿勢について，議論内容の違いと将来的な

人間関係の違いの観点から別々に考察を行う．まず，

議論内容の違いについては，一般的に，主観の入りや

すい議題は否定的な意見が出やすく議論が発散しやす

いことが知られている13)．一方で，将来的な人間関係

の違いについては，一般的に，将来的な人間関係が予

測される場合，人々は自らの発言についてより前向き

にかつ礼儀正しくなることが知られている15)．本論文

における組織間交渉では，各メンバーが対立意見を多

く出しているにもかかわらず，このような場合でもポ

ジティブな単語を多用することによって対立を避けて

いたと考えられる．

全体を通して，以上のような無指向性な発言は，メ

ンバー間の対立や対決を避けたり，収集のつきにくい

質問や議論を無視，あるいははぐらかしたりすること

によって議論の主流を残すための有効な手段であると

考える．

5.2 アドホックなグループの活用

多数の小グループがアドホックに形成されるという

現象は電子メールの特徴をうまく利用した議論形態で

あるということができる．たとえば，1つの会議に注

目した場合，face-to-face議論では，会議中に自由にア

ドホックな数名のメンバーで議論を行うことは不可能

に近い．しかし，電子メールを用いた会議では，各メ

ンバーが仮想的にしか会議に参加していないため，同

時に並行して少数のメンバー間でアドホックな議論を

行うことが容易にできる．このようなアドホックなグ

ループは全体の議論のリズムを調整するなど，グルー

プによって異なった役割を果たしていると考えること

ができる．

6. お わ り に

過去の研究では，リーンメディアを介した議論は意

見の衝突や誤解が発生しやすいなど，様々な問題点が

指摘されてきた．なかでも，交渉には，リーンメディ

アは不向きであるとされてきた．CSCW研究ではむ

しろ，新しいメディア技術を駆使して “awareness”を

伝達するための様々なツールがさかんに開発されてき

た．しかし，電子メールを介した協調作業が依然とし

て主流である現状を考えると，“awareness”の欠如を

克服する方法を知ることは重要であると思われる．

本研究では，電子メールでの協調作業が成功した事

例を対象に，その成功要因について分析を行った．

“awareness”の欠如を克服するための工夫に加えて，

電子メールの特性を非常にうまく利用した工夫が施さ

れていることが分かった．たとえば，応答しにくい質

問や応答することに意味のないメッセージへの返答を

控える．否定的な意見を述べながらも，ポジティブな

単語を多数使用する．対立意見を述べながらも対決を

避ける．このような無指向性の発言の工夫に加え，電

子メールの特性をうまく利用した，小グループのアド

ホックな形成がきわめて頻繁に行われていた．このよ

うな工夫は，本論文が扱った事例に限らず，電子メー

ルを用いた交渉全般に有効であると考えられるが，先

に調べたオープンソースソフトウェア開発における工

夫とは大きく異なっていることが分かる．このように，

電子メールでの協調作業のノウハウは，作業内容に

大きく依存する．様々なコミュニケーションのノウハ

ウの蓄積と分類，また，その支援をするソフトウェア

ツールの実現が今後の課題である．
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